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事業原簿 
作成：2019 年 12 月 

上位施策等

の名称 

「エネルギー基本計画」（平成 26 年 4 月閣議決定） 

事業名称 バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業 PJ コード ： P14024 

推進部 新エネルギー部 

事業概要 バイオマスエネルギーの利用拡大を推進するためには、熱利用等を有効に図り効率

よく運用するとともに、地域の特性を活かした最適なシステム化が必要である。 

このために、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）や補助金などに頼らな

いことを念頭においた、バイオマスエネルギー利用に係る設備機器の技術指針、システ

ムとしての導入要件を策定し、これらにもとづいた地域自立システムの実証を実施す

る。また、事業性評価（ＦＳ）や実証で抽出された技術課題の開発を実施する。 

これにより、健全な事業運営を可能とする地域自立システムを確立し、バイオマスエ

ネルギーの導入促進に資することを目的とする。 

 

 

事業期間・開

発費 

事業期間   ：2014 年度～2020 年度 

契約等種別 ：委託（NEDO 負担率 100％）、助成（助成・補助率 2/3） 

勘定区分  ：エネルギー需給勘定 

 
 

資料７ 
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必要性 (1） 政策における「事業」の位置付け 

再生可能エネルギーの導入は、エネルギーセキュリティーの向上及び地球温暖化

の防止の観点から、政府が主導して取り組むべき課題の一つとして位置付けられて

いる。 

第 5 次エネルギー基本計画（2018 年７月 閣議決定）においては、未利用材による

木質バイオマスをはじめとしたバイオマス発電は、安定的に発電を行うことが可能と

なりうる、地域活性化にも資するエネルギー源である。特に木質バイオマス発電及び

熱利用については、我が国の貴重な森林を整備し、林業を活性化する役割を担うこと

に加え、地域分散型、地産地消型のエネルギー源としての役割を果たすものである。 

 一方、木質や廃棄物などの材料や形態がさまざまであり、コスト等の課題を抱える

ことから、既存の利用形態との競合の調整、原材料の安定供給の確保等を踏まえ、

分散型エネルギーシステムの中の位置づけも勘案しつつ、森林・林業背作などの各

種支援策を総動員して導入の拡大を図っていくことが期待される。 

 

(2） 政策、市場動向等の観点から「事業」の必要性 

実証事業の推進にあたっては、経済産業省のもとに関連するバイオマスの所管省

庁と連携している。 

 
 

(3） ＮＥＤＯが「事業」を実施する必要性 

本事業は日本初の技術を取り扱うなど、高い専門性をもったマネジメント能力が必

要であり、これまでに全国のバイオマスエネルギー事業者に対するヒアリングや技術

開発等を実施してきた NEDO が適切な執行機関と捉えており、NEDO がマネジメント

することで、より適切な要件・指針を策定し、横展開を図ることができるものと考える。 

 

(4） 「事業」の目的 

本事業については、ＦＩＴ制度と歩調を合わせながら、実施していく必要があるため、

ＦＩＴ制度を含めたエネルギー政策を所管する経済産業省でしか実施することができな

い強みを生かし、「燃料の安定調達と持続可能性」、「地産地消のマテリアル・エネル

ギー利用」、「電気と熱を併せたエネルギー利用」、「地域の農林業・畜産業と合わせ

た多面的な推進」を図る、FIT 無しで経済的に自立する健全な事業運営を可能とする

地域自立システムの事業モデルの構築を目指す。 
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(5） 「事業」の目標 

① アウトプット目標 

 バイオマスエネルギー利用に係る設備機器の技術指針、システムとしての導

入要件を策定する。 

 技術指針／導入要件にもとづき、実証を行い、必要に応じて要素技術開発を

実施し、課題を解決し、システムへ反映する。 

 各事業の最終目標、中間目標については「事業計画」に定める。 

② アウトカム目標 

 ＮＥＤＯでこれまで実施した実証系事業等の成果や、近年のバイオマスエネル

ギー利用設備の導入状況調査の結果から、バイオマスエネルギー利用に係る

設備機器の技術指針とシステムとしての導入要件を整理する。 

 その後、策定した技術指針／導入要件に基づいて実証を実施する。 

 また、システム全体としての効率を向上させることが期待される要素技術の開

発を必要に応じて実施する。 

 さらに実証の成果等を策定した技術指針／導入要件に反映し、公開する。 

有効性 (1） 「事業」の実施計画 

全国ヒアリング調査の結果から、事業成立のポイントを ４つの工夫で明確化し課

題を整理するとともに、バイオマスエネルギー地域自立システムの「導入要件・技術

指針」を策定した。 

この「導入要件・技術指針」に基づく事業性評価（ＦＳ）及び実証事業の実施、技術

開発課題の解決（要素技術の開発）を図り、その成果を反映し、実用的な「導入要件・

技術指針」を策定する。 
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(2） 「事業」の実施体制 

実施体制構築にあたっては、技術面のみならず、多角的な観点から審査できる委

員を選定し、「技術検討委員会」において、プロジェクト推進に係る審議等を実施して

いる。 

 
 

(3） 「事業」の実施方法 

「導入要件・技術指針」策定に向けて、2018 年度からＦＳ事業者にコンサルティング

を行い、不足する知見やデータ等を収集し、より実用的な「導入要件・技術指針」に改

訂する取組みを開始した。 
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(4） 「事業」によりもたらされる効果 

あるメタン発酵系の実証事業では、現時点で次の効果が確認されている。 

 既に自治体や民間企業から導入検討に関する引き合い多数 

 年間施設来場者数増加に伴う知名度の向上および商談案件の増加 

 

(5） 情勢変化 

① FIT 制度見直し 

2015 年 4 月に未利用木材燃焼発電（2,000kW 未満：40 円/kWh）の追加となり、

FIT 認定事業者の急増で、木質バイオマス原料の調達が困難となる中、厳しい原料

調達状況でも事業可能な実証事業者を選定している。 

② 行政事業レビューへの対応 

2018 年 11 月の「秋のレビュー」の」取り纏めコメントに対して、次の対応を行っ

た。 

 審査項目の追加および重み付けを高くすることで公募審査基準を厳格化 

 モニタリング評価委員会を開催 

③ 実証事業の公募要件を変更 

2018 年度以降、関係府省庁等との連携も見据えつつ、 実証前の審査を厳格化

し、実証事業終了後に補助金やＦＩＴなしで自立でき、横展開される見込みが高い事

業に絞り込むため、公募要件をステージゲート審査から新規公募（外部有識者によ

る採択審査）へ変更した。 

有効性 (1） 中間目標の達成状況 

2017 年度の中間評価では「概ね現行通り実施して良い」となった。なお、主な指摘

事項に対しては、現在対応中である。 

 

(2） 最終目標の達成見込み 

事業全体および事業項目別ともに達成見込み。 

（事業項目別の達成状況） 

① バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討 

 導入要件・技術指針はＨＰで広く一般に公開 

 ワークショップでＮＥＤＯ事業を紹介するとともに導入要件・技術指針策定の意

義、成果物について広く展開 

 ワークショップ開催において地域経済産業局との連携を強化 
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② 地域自立システム化実証事業  （1）事業性評価（ＦＳ）  

 原料別、事業モデル別の全ての範囲で事業性評価（ＦＳ）を実施（35 件） 

③ 地域自立システム化実証事業  （2）実証事業 

 2018 年度以降、実証前の審査を厳格化した新規公募により新たに 2 件採択 

 実証事業の設計・建設完了し、実証開始：2019 年度までに 6 件予定 

④ 地域自立システム化技術開発事業 

 「要素技術開発」のテーマを検討し、新規公募により 1 件採択 

 

(3） 社会・経済への波及効果 

① 日本での国際交流 

 2018 年 9 月：IEA Workshop “Future perspectives of bioenergy development 

in Asia” について NEDO は積極的に開催・支援 

 2019 年 3 月：フランス環境・エネルギー管理庁（ADEME）との ADEME-NEDO

合同セミナーの開催・支援 

 2019 年 10 月：ドイツ連邦環境・自然保護・原子炉安全省（BMUB）、ドイツ連邦

経済・エネルギー省（BMWi）と共同で、日独エネルギー・環境フォーラムを開

催・支援 

② Focus NEDO（第 72 号 2019 年 3 月発行） 

「地域と共生し、脱炭素社会を目指す！バイオマスエネルギー」と題した、特集を

掲載、日本語版・英語版の NEDO HP 公開を通じた広報活動支援を行った。 

また、ワークショップ、技術相談時に積極的に配布するなどプレゼンス向上にも

寄与した。 

 

評価の実績・

予定 

中間評価：2017 年度、2019 年度 

事後評価：2021 年度予定 
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2. 効率性 

・ 「事業」の実施計画 

事業期間において適切に公募（多数の応募）、優良な案件を採択している。 

 

 

 
 

・ 情勢変化 

重油価格変動についても十分に検討している実証事業者を選定している。 

 
３. 有効性 

① バイオマスエネルギー導入に係る技術指針／導入要件の策定に関する検討 

補足資料 
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 事業化に必要な４つの視点で、各フェーズで留意点を整理 

 バイオマス事業検討初期の “専門知識のない”事業者/自治体向けに、構想～稼働までの円

滑な意思決定＆アクションをサポートするガイドライン ※対象読者は企業/自治体の意思決定

者および現場担当者 

 Ⅰ～Ⅲ章の 3 部構成で、「構想時」・「計画・FS 調査時」・「基本設計・運用時」の留意点を整理 

 より効果的なガイドライン策定のため、随時改定し公開していく。 
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② 地域自立システム化実証事業 

 
実証事業一覧 


